
 横須賀市地域運営協議会の設置及び支援に関する条例をここに公布する。 

  平成25年 12月 17日  

                     横須賀市長 吉  田  雄  人  

横須賀市条例第71号  

   横須賀市地域運営協議会の設置及び支援に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、地域の特性や実情に合った魅力あるまちづくりの実現に

向けて、地域運営協議会の設置、役割等及び市の地域運営協議会に対する役

割等に関し必要な事項を定めることにより、地域のつながりを強くするとと

もに、市と地域運営協議会の協働による地域自治の推進に寄与することを目

的とする。  

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (１ ) 地域自治 住民等が、自らの判断と責任に基づき、まちづくりを行うこ 

  とをいう。 

 (２ ) 地域運営協議会 住民等が、特定の地区（市の区域を分けて定める区域 

  をいう。以下同じ。）を対象として、地域の課題を解決するために自主的 

  かつ主体的に設置し、市長の登録を受けた地域自治を実施する組織をい 

  う。 

 (３ ) 住民等 地域運営協議会が対象とする地区における次に掲げるものをい 

  う。 

  ア  当該地区内に居住する者 

  イ  当該地区内で事業活動を行うもの 

  ウ  当該地区内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

  エ  当該地区内に存する学校に在学する者 

  オ  当該地区内で活動する地域活動団体等 

（地域運営協議会の設置及び地区） 

第３条 住民等は、次に掲げる地区を対象として地域運営協議会を設置するこ

とができる。 

 

 

 

 



 (１ ) 横須賀市役所行政センター設置条例（昭和23年横須賀市条例第46号）第 

  １条第２項に規定する所管区域 

 (２ ) 市の区域のうち前号に掲げる地区に該当しない区域と定める地区 

２ 前項の規定にかかわらず、住民等は、前項各号に規定する地区（以下この

項において「前項地区」という。）を地縁、歴史等を勘案し、次に掲げる基

準により複数の区域に分けて定める地区を対象として地域運営協議会を設置

することができる。この場合において、住民等は、当該前項地区を対象とし

て別に地域運営協議会を設置することができないものとする。 

 (１ ) 住民等がまちづくりの課題を共有し、ともに活動できること。 

 (２ ) 規模等が他の地区の地域運営協議会と均衡が図られていること。 

３ 地域運営協議会は、同一の地区を対象として複数設置することはできない

ものとする。 

（市と地域運営協議会との協働） 

第４条 市及び地域運営協議会は、お互いに地域のまちづくりにおけるパート

ナーとして尊重し、協働して地域自治を推進するものとする。 

（市の役割） 

第５条 市は、この条例の目的を達成するために、地域運営協議会の自主性及

び自立性に配慮しながら地域運営協議会を支援する体制の整備をするものと

する。 

（地域運営協議会の役割等） 

第６条 地域運営協議会は、この条例の目的を達成するために、次に掲げる事

項を実施するよう努めるものとする。 

 (１ ) 地域活動団体等がそれぞれの活動をより円滑に、かつ、効果的に行うこ 

  とができるようお互いに活動内容を理解し、情報を共有するための地域活 

  動団体等のネットワーク化を図ること。 

 (２ ) 地域の身近な課題の解決や暮らしやすく魅力あるまちづくりのための企 

画等を立案するとともに、具体的な取組みを行うこと。 

２ 地域運営協議会は、この条例の目的を達成するために、地域だけでは解決

困難な課題等への対応策や地域にかかわる市の政策について、市に提案等を

行うことができる。 

（地域運営協議会の組織及び運営） 

第７条 地域運営協議会の組織及び運営は、次に掲げる事項を基本とする。 

 

 



 (１ ) 住民等に開かれた取組みを行うこと。 

 (２ ) 組織及び運営に関する基本的な事項を定めた会則を定めるとともに、意 

  思決定を行うための機関を設置すること。 

 (３ ) 意思決定を行う会議について、住民等に公開されているなど民主的で透 

  明性を持った運営を行うこと。 

２ 地域運営協議会の意思決定を行うための機関の構成員の基準は、規則で定

める。 

３ 地域運営協議会は、より効果的な取組みの実現のために、他の地域運営協

議会との情報交換や連絡調整を積極的に図るよう努めるものとする。 

（地域運営協議会の登録等） 

第８条 地域運営協議会を設置しようとする住民等は、市長の登録を受けなけ

ればならない。 

２ 前項の登録を受けようとする住民等は、登録申請書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 市長は、前項の規定による提出を受けた場合は、当該登録の申請がこの条

例の趣旨に合致するものであり、かつ、第３条、第６条及び前条の規定に反

しないものと認められるときは、その登録をしなければならない。 

４ 地域運営協議会は、登録された事項に変更があったときは、速やかにその

旨を市長に届け出なければならない。 

５ 市長は、地域運営協議会がこの条例の趣旨に合致しないものとなったとき

若しくは第３条、第６条若しくは前条の規定に反したとき又は地域運営協議

会から登録の取消しの申請があったときは、当該地域運営協議会の登録を取

り消すものとする。 

６ 前各項に規定するもののほか、地域運営協議会の登録等に関し必要な事項

は、規則で定める。 

（市の地域運営協議会への支援等） 

第９条 市は、地域運営協議会から第６条第２項に規定する提案等を受けた場

合は、その内容を審査し、必要と認められるときは、予算上の措置その他必

要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、地域運営協議会が地域自治の推進を図るために行う活動に対して、

財政上の支援その他必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（その他の事項） 

 

 



第10条  この条例に定めるもののほか、市と地域運営協議会との協働による地 

 域自治の推進に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附  則   

 この条例は、平成26年４月１日から施行する。 


